認可地縁団体のための
各 種 申 請 書 等
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（地方自治法施行規則第１８条関係）
令和　　年　　月　　日

彦根市長　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　認可を受けようとする地縁による団体の名称および主たる事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名および住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所　　　　　　　　　　　　　　　

認　　可　　申　　請　　書

地方自治法第２６０条の２第１項の規定により、地域的な共同活動を円滑に行うため認可を受けたいので、別添書類を添えて申請します。

（別添書類）

　１　規約

２　認可を申請することについて総会で議決したことを証する書類

３　構成員の名簿
４　良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を現に行っていることを記載した書類

５　申請者が代表者であることを証する書類
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	自 治 会（町 内 会）規 約 例
	主　な　留　意　点

	　　第１章　総則

　（目的）

第１条　本会は、以下に掲げるような地域的な共同活

動を行なうことにより、良好な地域社会の維持およ

び形成に資することを目的とする。

　回覧板の回付等区域内の住民相互の連絡

　美化・清掃等区域内の環境の整備

　集会施設の維持管理

　〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

　〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

（名称）

第２条　本会は、〇〇会と称する。

（区域）

第３条　本会の区域は、〇〇市△△町×番地□から×

×番地□までの区域とする。

（事務所）

第４条　本会の主たる事務所は、□□県〇〇市△町×番地〇に置く。

　第２章　会員

（会員）

第５条　本会の会員は、第３条に定める区域に住所を

有する個人とする。

（会費）

第６条　会員は、総会において別に定める会費を納入

　しなければならない。

（入会）

第７条　第３条に定める区域に住所を有する個人で本

会に入会しようとする者は、〇〇に定める入会申込

書を会長に提出しなければならない。

２　本会は、前項の入会申込みがあった場合には、正　

　当な理由なくこれを拒んではならない。

（退会等）

第８条　会員が次の各号の一に該当する場合には退会

　したものとする。

　第３条に定める区域内に住所を有しなくなった　

　場合

　本人より〇〇に定める退会届が会長に提出され　

　た場合

２　会員が死亡し、または失踪宣告を受けたときは、

その資格を喪失する。

　第３章　役員

（役員の種別）

第９条　本会に、次の役員を置く。

　会長　　　１人

　副会長　　〇人

　その他の役員　〇人

　監事　　　〇人

（役員の選任）

第１０条　役員は、総会において、会員の中から選任

する。

２　監事と会長、副会長およびその他の役員は、相互　

に兼ねることはできない。

（役員の職務）

第１１条　会長は、本会を代表し、会務を総括する。

２　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき

または会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名

した順序によってその職務を代行する。

３　監事は、次に掲げる業務を行う。

　本会の会計および資産の状況を監査すること。

　会長、副会長およびその他の役員の業務執行の

　状況を監査すること。

　会計および資産の状況または業務執行について

　不整の事実を発見したときは、これを総会に報告　

　すること。

　前号の報告をするために必要があると認めると

　きは、総会の招集を請求すること。

（役員の任期等）

第１２条　役員の任期は、〇年とする。ただし、再任　

　を妨げない。

２　補欠により選任された役員の任期は、前任者の残

　任期間とする。

３　役員は、辞任または任期満了の後においても、後

任者が就任するまでは、その職務を行なわなければ

ならない。
４　役員が次の事項に該当するに至ったときは、総会の
　議決を経て解任することができる。
　　職務の遂行に堪えない状況にあると認められる
　　とき。

　　職務上の義務違反その他の役員としてふさわし
　くない行為があったとき。
　第４章　総会

（総会の種別）

第１３条　本会の総会は、通常総会および臨時総会の

２種とする。
（総会の構成）

第１４条　総会は、会員をもって構成する。

（総会の権能）

第１５条　総会は、この規約に定めるもののほか、本

　会の運営に関する重要な事項を議決する。

（総会の開催）

第１６条　通常総会は、毎年度決算終了後〇箇月以内

　に開催する。

２　臨時総会は、次の各号の一に該当する場合に開催

する。

　会長が必要と認めたとき。

　全会員の５分の１以上から会議の目的たる事項

　を示して請求があったとき。

　第１１条第３項第４号の規定により監事から開

　催の請求があったとき。

　（総会の招集）

第１７条　総会は、会長が招集する。

２　会長は、前条第２項第２号および第３号の規定に

よる請求があったときは、その請求のあった日から

〇日以内に臨時総会を招集しなければならない。

３　総会を招集するときは、会議の目的たる事項およ

びその内容ならびに日時および場所を示して、開会

の日の〇日前までに文書をもって通知しなければな

らない。

（総会の議長）

第１８条　総会の議長は、その総会において出席した会員の中から選出する。

（総会の定足数）

第１９条　総会は、会員の２分の１以上の出席がなけ

れば、開会することができない。

（総会の議決）

第２０条　総会の議事は、この規約に定めるもののほ

か、出席した会員の過半数をもって決し、可否同数　　　

のときは議長の決するところによる。

（会員の表決権）

第２１条　会員は、総会において、各々１箇の表決権

を有する。

　×××××××××
（総会の書面表決等）

第２２条　止むを得ない理由のため総会に出席できな

い会員は、あらかじめ　通知された事項について書

面又は電磁的方法をもって表決し、または他の会員
を代理人として表決を委任することができる。

２　前項の場合における第１９条および第２０条の規

定の適用については、その会員は出席したものとみ

なす。

（総会の議事録）

第２３条　総会の議事については、次の事項を記載し　

た議事録を作成しなければならない。

　日時および場所

　会員の現在数および出席者数（書面表決者およ

　び表決委任者を含む。）

　開催目的、審議事項および議決事項

　議事の経過の概要およびその結果

　議事録署名人の選任に関する事項

２　議事録には、議長および会議において選任された

議事録署名人２人以上が署名又は記名押印をしなければならない。

　第５章　役員会

（役員会の構成）

第２４条　役員会は、監事を除く役員をもって構成す

る。
（役員会の権能）

第２５条　役員会は、この規約で別に定めるもののほ

か次の事項を議決する。

　総会に付議すべき事項

　総会の議決した事項の執行に関する事項

　　　その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項
（役員会の招集等）

第２６条　役員会は、会長が必要と認めるとき招集す

る。

２　会長は、役員の〇分の１以上から会議の目的であ

る事項を記載した書面をもって招集の請求があった　

ときは、その請求のあった日から〇日以内に役員会

を招集しなければならない。

３　役員会を招集するときは、会議の日時、場所、
目的および審議事項を記載した書面をもって、少なくとも〇日前までに通知しなければならない。

（役員会の議長）

第２７条　役員会の議長は、会長がこれに当たる。

（役員会の定足数等）

第２８条　役員会には、第１９条、第２０条、第２２

条および第２３条の規定を準用する。この場合にお

いてこれらの規定中「総会」とあるのは「役員会」

と、「会員」とあるのは「役員」と読み替えるものと　

する。

　第６章　資産および会計

（資産の構成）

第２９条　本会の資産は、次の各号に掲げるものをも

って構成する。

　別に定める財産目録記載の資産

　会費

　活動に伴なう収入

　資産から生ずる果実

　その他の収入

（資産の管理）

第３０条　本会の資産は、会長が管理し、その方法は　　

　役員会の議決によりこれを定める。

（資産の処分）

第３１条　本会の資産で第２９条第１号に掲げるもの

のうち別に総会において定めるものを処分し、また

は担保に供する場合には、総会において〇分の△以

上の議決を要する。

（経費の支弁）

第３２条　本会の経費は、資産をもって支弁する。

（事業計画および予算）

第３３条　本会の事業計画および予算は、会長が作成　

し、毎会計年度開始前に、総会の議決を経て定めな　

ければならない。これを変更する場合も、同様とす

る。

２　前項の規定にかかわらず、年度開始後に予算が総

会において議決されていない場合には、会長は、総

会において予算が議決される日までの間は、前年度

の予算を基準として収入支出をすることができる。

（事業報告および決算）

第３４条　本会の事業報告および決算は、会長が事業

報告書、収支計算書、財産目録等として作成し、監　

事の監査を受け、毎会計年度終了後３月以内に総会

の承認を受けなければならない。

（会計年度）

第３５条　本会の会計年度は、毎年〇月〇日に始まり

△月△日に終わる。

　第７章　規約の変更および解散

（規約の変更）

第３６条　この規約は、総会において総会員の４分の

３以上の議決を得、かつ、彦根市長の認可を受けな

ければ変更することはできない。

（解散）

第３７条　本会は次に掲げる事項によって解散する。

(１)　破産手続開始の決定

(２)　認可の取消し

(３)　総会の決議

(４)　構成員が欠けたこと。

２　総会の議決に基づいて解散する場合は、総会員の

４分の３以上の承認を得なければならない。

（残余財産の処分）

第３８条　本会の解散のときに有する残余資産は、総

会において総会員の〇分の△以上の議決を得て、本　

会と類似の目的を有する団体に寄付するものとする。
　第８章　雑則

（備付け帳簿および書類）

第３９条　本会の事務所には、規約、会員名簿、認可

および登記等に関する書類、総会および役員会の議　

事録、収支に関する帳簿、財産目録等資産の状況を

示す書類その他必要な帳簿および書類を備えておか

なければならない。
（委任）

第４０条　この規約の施行に関し必要な事項は、総会

の議決を得て〇〇が別に定める。

　付　則

１　この規約は、〇年〇月〇日から施行する。

２　本会の設立初年度の事業計画および予算は、第３

３条の規定にかかわらず、設立総会の定めるところ

ろによる。

３　本会の設立初年度の会計年度は、第３５条の規定

にかかわらず、設立認可のあった日から△年△月△　

日までとする。


	・　目的は、団体の権利能力の範囲を明確にする

程度に具体的に。

例）交通安全、防犯および防災活動の推進、スポーツ、レクリェーション活動の推進、青少年の育成、福利厚生に関すること、納涼祭、敬老会行事の開催、独居老人訪問等社会福祉活動の推進

・　名称の制限はない。「〇〇自治会」でも「△

△町内会」でもよい。

・　区域は住民にとって客観的に明らかなもの

であること。町、字、地番などによる表示が

望ましく、河川や道路等によって表示しても

よい。

・　団体の主たる住所であり、一般的には地番で

表示する。「代表者の自宅に置く。」としてもよ

い。

・　認可の要件との関連から第５条は、必ず規約　

に盛り込まれること。年齢や性別等を資格の条

件にすることは認められない。また、区域内に

住所を有する法人・組合等が賛助会員になるこ

とも可能。

・　会費の金額を規約に入れると、額の変更する

に規約の変更となり、市長の認可が必要となる　

ので注意が必要。

・　入会に際して制約を課するようなものは認

　められない。

・　認可の要件との関連から第７条第２項は必

　ず規約に盛りこまれること。

・　入会届も退会届も、様式は役員会や細則で決

めればよい。

・　代表者（会長）は、１人必ず選任すること。

・　役員は、地域の実情に応じた構成で。

・　その他の役員には、「会計」、「評議員」など

が考えられるが、その職務を明確にしておく

必要がある。

・　監事は、１人または複数人置くことが適当

・　「その他の役員」の職務を明らかにしておく

こと。

・　少なくとも総会は、毎年１回開催する必要が　

　ある。

・　総会の場所を確保せず、直接集まって意見を
　述べたい会員にその機会を設けない「書面のみ
　による総会」の開催は、法に定めがないため認

　められない。
・　５分の１を規約において変更することは可

能であるが、会員の総会招集の権利を奪えな

いことに留意すること。

・　「総会の議長は、会長がこれに当たる」とす

ることも可能

・　定足数、議決に要する会員数には、書面表決

　者や表決委任者を加えること。

・　電磁的方法による表決とは、電子メールなど
　による送信、Ｗｅｂサイト、アプリケーション
　を利用した表決、情報をディスク等に記録し
　て、当該ディスク等を交付する方法等が該当し
　得ます。

是認されそのことが合理的であると認められ　

る事項に限られる。規約の変更、財産の処分
・　会議が有効に成立し、かつ有効に議決された

　ことを証明することが必要。

・　監事は、役員会の構成員にはなれない(表決

権を有しない)が、役員会に出席することは可　

能。

・　事業報告や決算は、年度終了後３月以内に総

　会で承認を得る必要がある。

・　会計年度の定め方に制限はない。

・　「規約変更認可申請書」により、市長の認可　

　を得なければならない。

・　解散の場合

　　①破産、②認可の取消、③総会員の４分の３

　以上の同意による総会の議決、④構成員の欠乏



令和〇〇年度〇〇〇町自治会定期総会議事録

１．日　時　　　令和○○年○○月○○日（○○）

２．場　所　　　○○○○○町自治会館

３．出席者　　　会員数　　２００人

　　　　　　　　出席者　　１２０人　　委任状　　３０人

４．議題

　　　①　地縁団体認可申請について
　　　　　　　　　過半数の賛成により承認。

　　　②　会長を代表者とすることについて
　　　　　　　　　過半数の賛成により承認。

　　　③　議長選出　　　○○○○選任
　　　　　　　　　過半数の賛成により承認。

　　　④　議事録署名人指名　　○○○○、○○○○
　　　⑤　協議事項

　　　　（１）　役員改選

　　　　　　　　　会長　彦根　太郎

副会長 ○○○○ ・・・
過半数の賛成により承認。
　　　　（２）　○○○○○○○○
　　　　　　　　　　過半数の賛成により承認。

　　　　（３）　・・・・・
　　　　　・
　　　　　・
　　　　　・
　　以上、議事終了、議長解任、総会終了

　　　　　　　　　　　　　　　　議　　　　長　　　金 亀　太 郎 　
　　　　　　　　　　　　　　　　議事録署名人　　　滋 賀　次 郎   
　　　　　　　　　　　　　　　　議事録署名人　　　琵琶湖 三 郎　 
承　　　諾　　　書

　　年　　月　　日開催の総会において〇〇町自治会

法人化取得認可申請が承認され、私が代表者に選ばれまし

た。

代表者として法人化認可申請手続きをすることを承諾しま

す。

　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　〇〇町自治会
　　　　　　　　　　　　　　　会　長　△　△　△　△　
（地方自治法施行規則第２１条関係）

令和　　年　　月　　日

彦根市長　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　請求者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　

「地縁による団体」の認可に係る証明書交付請求書

地方自治法施行規則第２１条第１項の規定に基づき、下記の団体に係る認可の証明書を交付願います。

記

１　請求に係る団体の名称　
２　請求に係る団体の主たる事務所の所在地

３　証明書交付（請求）部数

様式第1号(第4条関係)
年　　月　　日

　彦根市長　様

申請者　代表者等　住所　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　㊞
代理人　住所　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　㊞
認可地縁団体印鑑登録申請書

　彦根市認可地縁団体印鑑条例第3条第1項の規定により、次のとおり認可地縁団体印鑑の登録を申請します。　

	登録しようとする

認可地縁団体印鑑
	　
	認可地縁団体の名称
	

	
	
	認可地縁団体の主たる事務所の所在地
	

	
	
	(資格)

氏名
	(　　　　　)
	生年月日
	年　　月　　日　

	　
	
	住所
	


備考

　1　この申請は、代表者等(代表者、職務代行者、仮代表者、特別代理人または清算人)が自ら手続しなければなりません。ただし、認可地縁団体に代理人が置かれ、その旨が告示されている場合は、当該代理人により申請することができます。

2　資格(　　)の欄には、代表者、職務代行者、仮代表者、特別代理人または清算人のいずれかを記載してください。

3　申請者が代表者等または代理人のいずれの場合においても、申請者欄の代表者等氏名の箇所には、本市において登録されている代表者等の個人の印鑑を押印してください。

4　添付書類等

　(1)　登録しようとされている認可地縁団体印鑑

　(2)　代表者等の個人の印鑑に係る印鑑登録証明書

　(3)　代理人により申請する場合は、委任の旨を証する書面

様式第4号(第4条関係)
年　　月　　日

　彦根市長　様

申請者　代表者等　住所　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　㊞
代理人　住所　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　㊞
認可地縁団体印鑑登録証明書交付申請書

　彦根市認可地縁団体印鑑条例第10条第1項の規定により、次のとおり認可地縁団体印鑑登録証明

書　　枚の交付を申請します。

	登録されている

認可地縁団体印鑑
	　
	認可地縁団体の名称
	

	
	
	認可地縁団体の主たる事務所の所在地
	

	
	
	(資格)

氏名
	(　　　　　)
	生年月日
	年　　月　　日　


備考

　1　この申請は、代表者等(代表者、職務代行者、仮代表者、特別代理人または清算人)が自ら手続しなければなりません。ただし、認可地縁団体に代理人が置かれ、その旨が告示されている場合は、当該代理人により申請することができます。

2　資格(　　)の欄には、代表者、職務代行者、仮代表者、特別代理人または清算人のいずれかを記載してください。

3　添付書類

代理人により申請する場合は、委任の旨を証する書面
令和　　年　　月　　日

彦根市長　　　　　　　　様

地縁による団体の名称および

主たる事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　　

新代表者の氏名および住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　　　　
告　示　事　項　変　更　届　出　書

下記事項について変更があったので、地方自治法第２６０条の２第１１項の規定により、告示された事項に変更があった旨を証する書類を添えて届出ます。

記

	1  変更事項
	代表者（会長）の変更
	主たる事務所の所在地の変更
	その他（　　　　　　　　　　　　）

	変更前の内容
	氏名

住所
	住所

	

	変更後の内容
	氏名

住所
	住所


	

	2  変更年月日
	
	
	

	3  変更理由
	　
	
	


添付書類

(1)　議事録の写し〔変更事項が承認されたもの〕

(2)　その他市長が必要と認める書類
令和　　年　　月　　日
彦根市長　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地縁による団体の名称および

主たる事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名および住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所　　　　　　　　　　　　　　　

規　約　変　更　認　可　申　請　書

地方自治法第２６０条の３第２項の規約の変更の認可を受けたいので、別添書類を添えて申請します。

記

（別添書類）

　１　規約変更の内容および理由を記載した書類

２　規約変更を総会で議決したことを証する書類


自治会規約例（参考資料）








議事録作成例（参考資料）








定足数を満たしていますか？


「世帯数」ではなく、人数で確認してください。





承認された新会長の氏名は記載されていますか？





※氏名が記載されていない場合は、名簿など確認できる書類を添付願います。








各議題には、承認された旨を明記してください。





議長は１人


議事録署名人は２人以上となっていますか？








承諾書作成例（参考資料）








令和３年１１月改定　


まちづくり推進課
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